
平成 28 年 9 月 30 日 

株式会社寺田鉄工所 

 

平成 28 年度 

住宅・ビルの革新的省エネルギー技術導入促進事業費補助金 

（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証事業） 

 

 

『ZEB とは・・・』 

ZEB とは、先進的な建築設計によるエネルギー負荷の抑制やパッシブ技術の採用による自然

エネルギーの積極的な活用、高効率な設備システムの導入等により、室内環境の質を維持し

つつ大幅な省エネルギー化を実現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、エ

ネルギー自立度を極力高め、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指

した建築物のことをいいます。 

 

 

■事業規模 

約 3億円（予定） 

 

 

■交付要件 

・日本国内で事業を営んでいる個人もしくは法人等で、当該システム・機器を国内の建築物

に導入すること。 

・ZEB 設計ガイドラインを作成するための設計データを開示できること。 

・建物全体の一次エネルギー消費量を 50％以上削減できること。ただし、その他の一次エ

ネルギー消費量及び再生可能エネルギーを利用した発電を考慮しない。 

エネルギー計算は建築物エネルギー消費性基準等、Ｈ28 年基準またはＨ25 年基準による

計算とする。 

・非住宅建築物の外皮性能は用途及び地域に応じた PAL の基準を満足すること。 

賃貸集合住宅の各住戸部分の外皮性能は地域区分ごとに定められた強化外皮基準以上で

あること。 

外皮性能計算は建築物エネルギー消費性能基準等、Ｈ28 年基準またはＨ25 年基準による

計算とする。 



・計測・計量装置、制御装置、監視装置、データ保存・分析・診断装置を含む BEMS 装置を

導入すること。 

・熱源（冷凍機、ヒートポンプ、冷却塔、ポンプ等）、照明・コンセント等の計量区分ごと

にエネルギーの計測・計量を行い、データを収集・分析・評価し、継続して省エネルギー

に関する報告及び改善が可能なエネルギー管理体制を整備すること。 

・建築物省エネ法第 7条に基づく第三者評価機関による「ZEB」、Nearly ZEB、ZEB Ready い

ずれかの省エネルギー性能評価の認証を、原則として事業完了までに受けること。 

・補助事業の遂行能力（社会的信用、資力、執行体制等が整い、事業の継続性が担保されて

いること）を有すること。 

 

 

■対象建築物 

補助対象建築物は以下の採択枠一覧表の建物用途について建物規模、地域区分ごとに採択

枠を設けて公募を行う。ただし、地方公共団体（地公体）の建築物（地方独立行政法人、公

営企業を含む）は対象外とする。 

 

 

 

採択枠一覧表・1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



採択枠一覧表・2 

 

 

 

 

 

○：３次公募対象建築物。 

●：３次公募対象建築物。ただし、１次公募、２次公募、３次公募の採択状況を考慮して、

採択の調整を行う場合があります。 

 

対象外建築物の例 

工場等 工場、畜舎、自動車車庫、自転車駐車場、倉庫、観覧場、卸売市場、火葬場 

住宅 戸建住宅、分譲マンション、別荘 

飲食店等 飲食店、食堂、喫茶店、キャバレー等 

 

 

■補助対象設備 

 ZEB 実現に寄与する高性能建材、空調、換気、照明、給湯、BEMS 装置等で構成するシステ

ム・機器。 

 

 

■補助率及び補助金額の上限 

 補助率：補助対象経費の 2/3 以内とする 

 補助金額の上限：10 億円/年 

 

 

■事業スキーム 

 

 


